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研究成果の概要：本研究では、昭和戦前期の農村郷土教育における「カリキュラム改造」と「村

内教育体制構築」について、郷土教育連盟、県学務行政、師範学校、同附属小学校、農村小学

校の取組を明らかにした。地域事例として、秋田県を取り上げた。郷土教育連盟、県学務行政、

師範学校、同附属小学校は、郷土研究、各科「郷土化」等の「カリキュラム改造」に力点をお

いた郷土教育を展開した。それに対して、農村小学校は村社会の二重性を踏まえた「村内教育

体制構築」を目指して、村の秩序を維持し、村を発展させていける人材の育成にその主眼をお

いていた。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2007 年度 2,100,000 0 2,100,000 

2008 年度 1,200,000 360,000 1,560,000 

総 計 3,300,000 360,000 3,660,000 

 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：教育学・教育学 
キーワード：教育史 
 
１．研究開始当初の背景 
昭和戦前期の郷土教育に関する先行研究

は、1980 年代までと 1990 年代以降で大きく

異なっている。1980 年代までの多くの研究は、

「文部省・師範学校系」と「郷土教育連盟系」

という官民の二項対立論による枠組みを踏

まえておこなわれてきた（梅根悟「社会科の

歴史」『教育文化史大系』Ⅱ、金子書房、1953

年。海老原治善『現代日本教育実践史』、明

示図書、1975 年。久木幸男「郷土教育論争」

『日本教育史論争史録』第二巻、第一法規出

版、1980 年、等）。 

これに対して、1990 年以降の研究では郷土

教育連盟（以下、連盟と略称）と文部省の郷

土教育論は対立するようなものではなく、連

盟は文部省と協力するなかで、運動の啓蒙・



普及徹底をはかったこと、愛郷心愛国心の涵

養を主張したのは文部省ではなく、むしろ連

盟であったことを明らかにしている（伊藤純

郎『郷土教育運動の研究』思文閣出版、1998

年、等）。 

こうした体制側の教育政策とそれに対抗

した民間教育運動という枠組みの継承、ある

いは再検討が研究の中核になっていた。その

ため、文部省、連盟、師範学校などの理論的

指導者、そうした指導者に評価され取りあげ

られた師範学校附属小学校と都市部の小学

校が先行研究の主要な検討対象となってき

た。昭和恐慌が深刻化した 1930 年代、教育

界で盛んに郷土教育が提唱され，農村におい

て熱烈に歓迎されたといわれているにもか

かわらず、先行研究ではその実践の中心であ

った農村小学校での実態をほとんど明らか

にしてこなかった。つまり、農村小学校の郷

土教育を国家の教化政策あるいは連盟理論

の受容対象としてのみ位置づける先行研究

の方法では、その主体性を見落としていると

思われる。 

従来の研究では、文部省のねらった「愛国

心の涵養」という郷土教育の目的が一般の公

立小学校で具体化された過程は検討されて

きた。しかし、昭和恐慌を目の前に疲弊した

農村で展開された郷土教育は、「愛国心の涵

養」でとらえられるようなものではなかった。

農村小学校における「村内教育体制構築」構

想の背景には、当時の農村における「近代

化・合理化」と村秩序が持っていた「自己拘

束的規制」という二重性が存在していた。教

育実践もその中で展開されていた。つまり、

初等教育から成人教育までを対象とした農

村郷土教育の学習内容が指し示していたも

のは、農村自治や生活改善に内包される近代

的社会連帯思想と、村や集落の行動規範に体

現された社会維持機能についての理解とそ

の実践・行動化だったのである（拙稿「昭和

戦前期農村小学校教師による郷土教育の展

開―秋田県由利郡西目村を事例として―」

『地方教育史研究』第 27 号、2006 年）。 

 
２．研究の目的 
上記のような研究動向を踏まえ、本研究で

は、昭和戦前期の農村郷土教育における「カ

リキュラム改造」と「村内教育体制構築」に

ついて、連盟、県学務行政、師範学校、同附

属小学校、農村小学校の取組を明らかにする

ことを目的とする。 

「カリキュラム改造」と「村内教育体制構

築」の構想は、次のような意味で用いる。「カ

リキュラム改造」構想とは、各教科に郷土事

象の内容を組み込んでいく各科「郷土化」、

既成の教科とは別に特設した「郷土科」等に

より、小学校内において展開された「カリキ

ュラム改造」の試みをさす。「村内教育体制

構築」構想とは、小学校児童から成人層まで

の全地域住民に対して一貫した教育体制の

確立を目指す試みである。 
 
３．研究の方法 
農村小学校に対して指導的立場にある連

盟、県学務行政、師範学校、同附属小学校は、

当時必ずしも農村の実態に即した郷土教育

を提示できていなかった。そのため、農村小

学校は主体的取組により、村の実態に即した

郷土教育を実践していたのである。 

拙稿での研究を踏まえて、本研究では両者

の取組の相違を検討する。本研究の主眼は、

農村小学校の果たした役割に着目すること

により、「愛国心の涵養」という目的と内容

から分析されてきた従来の郷土教育研究と

は異なる新たな知見を提示することにある。

こうした問題意識のもと、全国的に運動を展

開した連盟、地域事例として秋田県学務行

政・県教育会・師範学校・附属小学校と農村



小学校の郷土教育を取りあげる。 

秋田県の郷土教育は、連盟の機関誌にたび

たび紹介され、全国的にも先進的な取組とし

て注目されていた。同県は、文部省嘱託で連

盟の中心的な役割を果たした小田内通敏の

出身地であったことから、中央との結びつき

も強かった。さらに、外池智が指摘するよう

に、同県は文部省から指定を受けて『秋田県

綜合郷土研究』の編纂を全県あげて行ってい

た。文部省からこの指定を受けた県は全国で

４つだけである。その中でも、女子師範学校

は本科第１部４・５学年と本科２部１学年

（後期）・２学年で、「郷土科」を念頭に置い

た実践をしていた。 

このような取組は先行研究で、「教育的課

題への対応といった視点だけでなく、むしろ

積極的に農村不況に対する対応策を検討す

る等、現実の社会問題に積極的に関わろうと

する特徴が見られた」と評価されている（外

池智『昭和初期における郷土教育の施策と実

践に関する研究―「総合郷土研究」編纂の師

範学校を事例として―』NSK 出版、2004 年）。

こうしたことから、秋田県は農村郷土教育に

力を入れていた県であったことがわかる。 

また、本研究で取りあげる秋田県の農村小

学校である西目小学校（以下、西目小と略称）

は、1934 年に県学務行政や師範学校教員らに

よる教育総合視察を受けた学校である。この

教育総合視察は、秋田県が農村郷土教育の質

的転換に行う上で大きな役割を果たしたと

考えられる。つまり、西目小は秋田県におけ

る郷土教育のモデル校になっていたのであ

る。こうした西目小の取組は、秋田県におけ

る郷土教育を分析する上で重要なため事例

として取りあげる。 

 
４．研究成果 

連盟は、各科「郷土化」や特設「郷土科」

等の「カリキュラム改造」に力点の置いた運

動を展開する。1931 年段階で、連盟の活動は

「科学的郷土認識」重視の郷土教育論から、

「郷土科」の特設による「カリキュラム改造」

へと転換する。 

この転換は、1931 年 12 月 26‐28 日、東京

浅草富士小学校を会場として、連盟主催の第

2 回郷土教育研究協議会（以下、連盟協議会

と略称）において、「郷土科」特設が連盟の

運動方針として決議されたことによる。この

決議にもとづいて、以後連盟の活動は郷土教

育として独自の目標を持った「郷土科」の特

設に向けられることになる。 

このことは、連盟の機関誌にもあらわれて

いる。連盟協議会の記録が機関誌『郷土科学』

第 16 号に掲載された直後の第 17 号に、「連

盟本部に於ける郷土教育研究部に於ては、昨

年末の大会に於て決定したる『郷土教材選択

の基準』を徹底せしめ、且又郷土教育の普及

発達を期するために、連盟規約の改正並に

『郷土科学』の刷新を刊行することとなっ

た」（「郷土教育連盟の刷新」、郷土教育連盟『郷

土科学』第 17 号、1932 年 3 月）と記述され

ている。連盟は、「郷土教育連盟の刷新」の

ため連盟規約の改正を行い、機関誌の刷新を

決定して、第 18 号で『郷土教育』と改題す

る。つまり、連盟は「郷土科」特設が連盟の

運動方針として決議された連盟協議会を機

に、郷土調査による「科学的郷土認識」重視

の郷土教育論から、「カリキュラム改造」を

目指す「実践的郷土教育論」へと機関誌の内

容を変化させていったのである。 

秋田県においては、県学務行政・師範学校

が連盟同様、郷土研究、各科「郷土化」等の

「カリキュラム改造」に主眼をおいたのに対

し、農村に位置する西目小は「村内教育体制

構築」に力点をおいていた。一部では、女子

師範学校の授業案や第二代用附属小学校（現

旭川小学校、以下代用附属小と略称）の農村



教育研究会にみられるような「積極的に農村

不況に対する対応策を検討する等、現実の社

会問題に積極的に関わろうとする」取組もあ

った。しかし、村社会の構造に対する理解と

それに基づく村行政との連携という内容構

成の観点はあまり強くなかった。それゆえに、

実験校の代用附属小や市内の有力小学校は、

農村小学校のモデルとなるような補習教育

や社会教育にまで踏み込んだ具体的実践を

十分に提示できなかったのである。 

一方、農村の現場で直接実践をする西目小

は、村社会の二重性を踏まえ、村行政との綿

密な連携のもとで、「村内教育体制構築」を

進める中で実践を展開していた。西目小は、

連盟、秋田県学務行政、県教育会、師範学校、

代用附属小が提示できなかった農村郷土教

育を実践していたといえよう。 

 本研究では、連盟の運動や秋田県の事例を

通して、これまで先行研究で論じられてきた

「愛国心の涵養」という国家の教化政策、「科

学的郷土認識」育成という連盟理論の受容・

浸透の受け手と見るとらえ方とは異なる農

村小学校の郷土教育を示した。農村小学校に

おける郷土教育の目的及び内容は、村社会の

二重性を踏まえ、村の秩序を維持し、村を発

展させていける人材の育成にその主眼があ

ったといえる。 
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